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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第46期
第２四半期
累計期間

第45期

会計期間
自 平成26年７月１日
至 平成26年12月31日

自 平成26年４月１日
至 平成26年６月30日

売上高 (千円) 1,290,830 494,340

経常利益(△損失) (千円) △170,457 △200,915

四半期(当期)純利益(△損失) (千円) △124,586 △179,455

持分法を適用した場合の
投資利益

(千円) － －

資本金 (千円) 759,037 759,037

発行済株式総数 (株) 4,208,270 4,208,270

純資産額 (千円) 1,298,659 1,422,733

総資産額 (千円) 4,873,956 4,613,594

１株当たり四半期(当期)
純利益金額(△損失金額)

(円) △29.61 △42.65

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) － －

１株当たり配当額 (円) － －

自己資本比率 (％) 26.6 30.8

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △263,888 463,757

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △72,154 △122,101

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 231,802 △302,295

現金及び現金同等物の四半期末
(期末)残高

(千円) 350,705 454,947
 

　

回次
第46期
第２四半期
会計期間

会計期間
自 平成26年10月１日
至 平成26年12月31日

１株当たり四半期純利益金額(△
損失金額)

(円) △11.46
 

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移につ

いては記載しておりません。

２．売上高には消費税等は含まれておりません。

３．持分法を適用した場合の投資利益については、当社は関連会社がないため記載しておりません。

４．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、１株当たり四半期（当期）純損失であ

り、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

５．第45期は、決算期変更により平成26年４月１日から平成26年６月30日までの３ヶ月間となっております。

６．第45期は、決算期変更により第２四半期報告書は作成しておりません。これに伴い、前第２四半期累計期

間の主要な経営指標等の推移については記載しておりません。
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２ 【事業の内容】

当第２四半期累計期間において、当社が営む事業の内容について重要な変更はありません。

 また、当社には関係会社(当社の親会社、子会社、関連会社及びその他の関係会社)はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第２四半期累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。また、前事業年度の有価証券報告

書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

２ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社が判断したものであります。

なお、当社の事業は、環境計量証明事業並びにこれら関連業務の単一事業であることから、開示対象となるセグメ

ントはありません。

 

(1) 業績の状況

当第２四半期累計期間の国内経済を概観すると、消費税率引き上げに伴う駆け込み需要の反動の影響が一巡した

ことに加え、消費増税の先送り、原油価格の下落などを受け、国内景気の緩やかな回復基調が続く状況にありまし

た。

　環境行政の動向としては、平成26年12月に再生可能エネルギーの固定価格買取制度の運用が見直され、安定供給

と再生可能エネルギー拡大の両立に向け、修正が図られました。平成26年11月には、日本環境安全事業株式会社法

が一部改正され、中間貯蔵施設設置に向けた法整備が進みました。

　このような状況の中、昨年９月、当社の分析センター（東京都八王子市）が食品衛生法第33条の規定による登録

検査機関として厚生労働大臣から認められました。また昨年12月には、放射性物質を取り扱う事業所等の作業環境

測定を実施するため、作業環境測定機関としての登録に放射性物質を追加しました。

　当第２四半期累計期間の受注高は17億84百万円であります。分野別の受注高は、環境調査11億16百万円、コンサ

ルタント２億33百万円、応用測定２億91百万円、放射能１億43百万円であります。　

　当第２四半期累計期間の売上高は、12億90百万円となりました。当第２四半期の受注残高は16億61百万円であり

ます。　

　損益面については、売上原価は10億29百万円、販売費及び一般管理費は４億４百万円となりました。その結果、

営業損失は１億42百万円、経常損失は１億70百万円、四半期純損失は１億24百万円となりました。　
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 (季節変動について)

当社が受注する案件は３月末までを契約期間とする調査業務が多く、年間売上高のおよそ３分の１が３月に計上

されます。また人件費・営業経費等の固定費は毎月ほぼ均等に発生するため、第２四半期までは営業損失が生じる

季節変動の特徴があります。

なお、当社は、平成26年６月24日開催の第44期定時株主総会において、定款の一部変更を決議し、決算期を３月

31日から６月30日に変更いたしました。これに伴い、前事業年度は平成26年４月１日から平成26年６月30日までの

３ヶ月決算となっており、前第２四半期財務諸表を作成していないため、経営成績の分析において、前第２四半期

累計期間との比較数値は記載しておりません。

 

－受注高・売上高の四半期推移－

 
第１四半期
累計期間

第２四半期
累計期間

第３四半期
累計期間

通期

(７～９月) (７～12月) (７～３月) (７～６月)

 受注高 当四半期累計期間 (百万円) 991 1,784   

 売上高 当四半期累計期間 (百万円) 649 1,290   
 

 

(2) キャッシュ・フローの状況

当第２四半期末における資金は、前事業年度末に比べて１億４百万円減少し、３億50百万円になりました。

＜営業活動によるキャッシュ・フロー＞

営業活動による資金の動きは、２億63百万円支出となりました。主に、棚卸資産の増加による支出４億30百万

円、税引前四半期純損失１億70百万円、売上債権回収による収入１億30百万円、減価償却費１億18百万円等による

ものです。

＜投資活動によるキャッシュ・フロー＞

投資活動による資金の動きは、72百万円支出となりました。主に、有形固定資産取得による支出67百万円等によ

るものです。

＜財務活動によるキャッシュ・フロー＞

財務活動による資金の動きは、２億31百万円収入となりました。主に、社債の発行による収入３億円等によるも

のです。

 

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期累計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。

また、前事業年度に掲げた課題については、当第２四半期累計期間も引き続き取り組んでおります。

 

(4) 研究開発活動

当第２四半期累計期間における研究開発活動の金額は25百万円であります。

なお、当第２四半期累計期間において、当社の研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

 

(5) 従業員数

当第２四半期累計期間において、当社の従業員数に著しい増減はありません。
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(6) 生産、受注及び販売の状況

当社は環境計量証明事業並びにこれら関連業務の単一事業であることから、開示対象となるセグメントはありま

せん。

 

生産・受注及び販売状況            (単位：千円)

　
当第２四半期累計期間
(自 平成26年７月１日
至 平成26年12月31日)

生産状況(製造原価) 1,465,497

受注状況(販売価格) 1,784,452

販売状況(売上高) 1,290,830
 

 

なお、分野別の受注高及び受注残高・売上高はつぎのとおりです。

 

① 分野別受注高及び受注残高

 

分 野

当第２四半期累計期間
(自 平成26年７月１日
至 平成26年12月31日)

受注高(千円)
受注残高
(千円)

環境調査 1,116,298 818,884

コンサルタント 233,093 516,329

応用測定 291,182 219,831

放射能 143,877 106,897

合計 1,784,452 1,661,942

 官公庁 501,523 658,485

 民間 1,282,929 1,003,457
 

(注) 金額は販売価格によっており、消費税等は含まれておりません。

 

② 分野別売上高

 

分　野

当第２四半期累計期間
(自 平成26年７月１日
至 平成26年12月31日)

金額(千円) 構成比(％)

環境調査 860,613 66.7

コンサルタント 82,753 6.4

応用測定 208,636 16.2

放射能 138,827 10.7

合計 1,290,830 100.0

  官公庁 225,625 17.5

  民間 1,065,205 82.5
 

 (注) 販売数量については、同一分野のなかでも種類が多く、かつ仕様も多岐にわたるため記載を省略しております。
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(7) 設備の状況

当第２四半期累計期間において、当社の主要な設備に著しい変動はありません。

 

(8) 資本の財源及び資金の流動性についての分析

当社の事業は、受託した調査を４月に着手して３月に完了する契約が多く、３月末時の売掛金残高は年間売上高

のおよそ３分の１になる傾向があります。それにより４～５月の売掛金回収までの間、毎月平均的に発生する人件

費・外注委託費等の営業費用の支払を目的とする資金需要が生じ、取引銀行から計画的に借入金を調達しておりま

す。

　当社の資金計画は、現金及び預金の月末残高が各月の資金需要の１～1.5ヶ月相当を目安としており、安定した財

務流動性を維持するよう努めております。

　当第２四半期末の総資産は48億73百万円（前事業年度末比２億60百万円増加）になりました。流動資産は16億12

百万円（同２億99百万円増加）、固定資産は32億61百万円（同39百万円減少）であります。流動資産増減の主な要

因は、仕掛品４億29百万円増加、現金及び預金１億４百万円減少であります。　

　負債は35億75百万円（同３億84百万円増加）となりました。増減の主な要因は、事業資金の確保を目的に社債の

発行を行い３億円増加、前受金56百万円増加であります。また、リース債務２億５百万円（同20百万円減少）を含

む有利子負債残高は26億83百万円（同２億43百万円増加）となりました。　

　純資産は12億98百万円（同１億24百万円減少）となりました。これは当第２四半期純損失１億24百万円によるも

のです。

 

(9) 経営者の問題認識と今後の方針について

第２四半期累計期間については、前事業年度（平成26年６月期）に消費増税後の景気の足踏み感により受注が遅

れた影響を受け、売上、利益ともに計画に未達でしたが、足下の受注環境は堅調に推移しております。

　2020年（平成32年）の東京オリンピック・パラリンピック開催に向け、都心部を中心に開発意欲は高まっており

ます。東日本大震災関連では、中間貯蔵施設の建設に向けた動きが具体化し始めております。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 15,000,000

計 15,000,000
 

 

② 【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成26年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成27年２月13日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 4,208,270 4,208,270
東京証券取引所
ＪＡＳＤＡＱ
(スタンダード)

単元株式数
100株

計 4,208,270 4,208,270 ― ―
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成26年10月１日～
平成26年12月31日

― 4,208,270 ― 759,037 ― 707,701
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(6) 【大株主の状況】

  平成26年12月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(株)

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合(％)

水落　憲吾 東京都東大和市 429,500 10.20

環境管理センター従業員持株会 東京都八王子市散田町3-7-23 377,000 8.96

水落　陽典 東京都小平市 253,290 6.01

片柳　健一 東京都杉並区 226,950 5.39

株式会社みずほ銀行（常任代理
人 資産管理サービス信託銀行
株式会社）

東京都千代田区大手町1-5-5
（東京都中央区晴海1-8-12）

130,000 3.09

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内2-7-1 130,000 3.09

明治安田生命保険相互会社（常
任代理人 資産管理サービス信
託銀行株式会社）

東京都千代田区丸の内2-1-1
（東京都中央区晴海1-8-12）

100,000 2.37

多摩信用金庫 東京都立川市曙町2-8-28 90,000 2.13

飯田　冨美子 東京都八王子市 82,000 1.94

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社
（常任代理人 日本マスタート
ラスト信託銀行株式会社）

東京都千代田区丸の内1-4-5
（東京都港区浜松町2-11-3）

60,000 1.42

計 ― 1,878,740 44.64
 

 

(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

   平成26年12月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) 普通株式  400    ― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 4,207,000 42,070 ―

単元未満株式(注) 普通株式     870 ― １単元(100株)未満の株式

発行済株式総数 4,208,270 ― ―

総株主の議決権 ― 42,070 ―
 

(注) 「単元未満株式」欄には、当社名義の株式が18株含まれております。
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② 【自己株式等】

  平成26年12月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数(株)

他人名義所有
株式数(株)

所有株式数
の合計(株)

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

株式会社環境管理
センター

東京都八王子市散田町
三丁目７番23号

400 ― 400 0.01

計 ― 400 ― 400 0.01
 

 

２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動は、次のとおりであります。

　役職の異動

新役名及び職名 旧役名及び職名 氏名 異動年月日

取締役
技師長
兼 環境放射能プロジェクト室長

取締役
技師長

尹　順子 平成26年10月１日
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期財務諸表の作成方法について

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令第63

号)に基づいて作成しております。

　平成26年６月24日開催の第44期定時株主総会において、定款の一部変更を決議し、決算期を３月31日から６月30日

に変更いたしました。これに伴い、前事業年度は平成26年４月１日から平成26年６月30日までの３ヶ月決算となって

おり、前第２四半期財務諸表を作成していないため、前第２四半期累計期間の記載はしておりません。

 
２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期会計期間(平成26年10月１日から平成26年

12月31日まで)及び第２四半期累計期間(平成26年７月１日から平成26年12月31日まで)に係る四半期財務諸表につい

て、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。

 

３．四半期連結財務諸表について

当社は子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。
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１ 【四半期財務諸表】

(1) 【四半期貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前事業年度

(平成26年６月30日)
当第２四半期会計期間
(平成26年12月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 454,947 350,705

  受取手形及び売掛金 481,541 ※3  409,370

  仕掛品 302,338 731,858

  貯蔵品 10,872 11,542

  前払費用 38,893 26,080

  繰延税金資産 24,583 76,702

  その他 1,979 8,377

  貸倒引当金 △2,992 △2,545

  流動資産合計 1,312,164 1,612,094

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物（純額） 1,557,297 1,528,418

   機械及び装置（純額） 144,872 143,035

   土地 1,107,645 1,107,645

   その他（純額） 311,879 303,860

   有形固定資産合計 3,121,695 3,082,960

  無形固定資産   

   ソフトウエア 25,294 22,237

   その他 10,339 14,814

   無形固定資産合計 35,633 37,051

  投資その他の資産   

   差入保証金 83,001 82,075

   その他 103,412 103,600

   貸倒引当金 △42,313 △43,826

   投資その他の資産合計 144,101 141,849

  固定資産合計 3,301,430 3,261,862

 資産合計 4,613,594 4,873,956

負債の部   

 流動負債   

  買掛金 70,069 81,173

  短期借入金 1,334,173 1,329,175

  1年内償還予定の社債 - 75,000

  1年内返済予定の長期借入金 270,012 263,372

  リース債務 56,577 57,907

  未払金 90,458 73,094

  未払費用 51,314 76,884

  未払法人税等 4,178 10,048

  前受金 44,724 100,783

  その他の引当金 ※2  1,620 -

  その他 12,799 65,324

  流動負債合計 1,935,929 2,132,762

 固定負債   

  社債 - 225,000

  長期借入金 609,102 584,897

  リース債務 170,273 148,057

  繰延税金負債 1,278 1,532

  退職給付引当金 461,310 470,059

  役員退職慰労引当金 9,554 9,554
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  資産除去債務 3,412 3,432

  固定負債合計 1,254,931 1,442,534

 負債合計 3,190,860 3,575,296

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 759,037 759,037

  資本剰余金 707,701 707,701

  利益剰余金 △45,298 △169,884

  自己株式 △142 △142

  株主資本合計 1,421,298 1,296,712

 評価・換算差額等   

  その他有価証券評価差額金 1,435 1,947

  評価・換算差額等合計 1,435 1,947

 純資産合計 1,422,733 1,298,659

負債純資産合計 4,613,594 4,873,956
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(2) 【四半期損益計算書】

【第２四半期累計期間】

          (単位：千円)

          当第２四半期累計期間
(自 平成26年７月１日
　至 平成26年12月31日)

売上高 1,290,830

売上原価 1,029,069

売上総利益 261,761

販売費及び一般管理費 ※1  404,082

営業損失（△） △142,321

営業外収益  

 受取利息 577

 受取配当金 311

 その他 3,073

 営業外収益合計 3,962

営業外費用  

 支払利息 24,988

 その他 7,109

 営業外費用合計 32,098

経常損失（△） △170,457

税引前四半期純損失（△） △170,457

法人税、住民税及び事業税 6,277

法人税等調整額 △52,148

法人税等合計 △45,871

四半期純損失（△） △124,586
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(3) 【四半期キャッシュ・フロー計算書】

          (単位：千円)

          当第２四半期累計期間
(自 平成26年７月１日
　至 平成26年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー  

 税引前四半期純損失（△） △170,457

 減価償却費 118,187

 貸倒引当金の増減額（△は減少） 1,065

 退職給付引当金の増減額（△は減少） 8,748

 その他の引当金の増減額（△は減少） △1,620

 受取利息及び受取配当金 △888

 支払利息 25,935

 売上債権の増減額（△は増加） 130,564

 たな卸資産の増減額（△は増加） △430,190

 仕入債務の増減額（△は減少） △3,346

 未払消費税等の増減額（△は減少） 26,514

 その他の流動資産の増減額（△は増加） 5,698

 その他の負債の増減額（△は減少） 52,628

 その他 △952

 小計 △238,111

 利息及び配当金の受取額 888

 利息の支払額 △24,032

 法人税等の支払額 △3,138

 その他 504

 営業活動によるキャッシュ・フロー △263,888

投資活動によるキャッシュ・フロー  

 有形固定資産の取得による支出 △67,441

 有形固定資産の売却による収入 1,731

 無形固定資産の取得による支出 △5,400

 その他 △1,044

 投資活動によるキャッシュ・フロー △72,154

財務活動によるキャッシュ・フロー  

 短期借入金の純増減額（△は減少） △4,998

 長期借入れによる収入 100,000

 長期借入金の返済による支出 △130,845

 社債の発行による収入 300,000

 リース債務の返済による支出 △29,945

 配当金の支払額 △2,408

 財務活動によるキャッシュ・フロー 231,802

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △104,241

現金及び現金同等物の期首残高 454,947

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1  350,705
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【注記事項】

(継続企業の前提に関する事項)

該当事項はありません。

 

(会計方針の変更等)

該当事項はありません。　

 

(四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理)

該当事項はありません。

 

(四半期貸借対照表関係)

１ 当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行５行と当座貸越契約を締結しております。これら契

約に基づく借入未実行残高は次のとおりであります。

 

 
前事業年度

(平成26年６月30日)
当第２四半期会計期間
(平成26年12月31日)

当座貸越限度額の総額 1,400,000千円 1,400,000千円

借入実行残高 950,000 950,000

差引額 450,000 450,000
 

 

※２　その他の引当金の内訳は次のとおりであります。

 

 
前事業年度

(平成26年６月30日)
当第２四半期会計期間
(平成26年12月31日)

受注損失引当金 1,620千円 - 千円
 

　

※３　四半期会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理しております。なお、

当四半期会計期間の末日が金融機関の休日であったため、次の四半期会計期間末日満期日手形が四半期会計

期間末日残高に含まれております。

 
 

前事業年度
(平成26年６月30日)

当第２四半期会計期間
(平成26年12月31日)

受取手形 - 千円 1,321千円
 

 
(四半期損益計算書関係)

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 

 
当第２四半期累計期間
(自 平成26年７月１日
至 平成26年12月31日)

役員報酬 37,140千円

給料及び手当 174,960 

福利厚生費 39,402 

退職給付費用 11,185 
 

 

 ２　当第２四半期累計期間（自　平成26年７月１日　至　平成26年12月31日）

　当社の売上高は３月末までを契約期間とする受託業務が多いため、各四半期会計期間の業績には季節変動

が生じております。
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(四半期キャッシュ・フロー計算書関係)

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は次のとお

りであります。

 

 
当第２四半期累計期間
(自 平成26年７月１日
至 平成26年12月31日)

現金及び預金勘定 350,705千円

現金及び現金同等物 350,705
 

 

(株主資本等関係)

　 当第２四半期累計期間(自 平成26年７月１日 至 平成26年12月31日)

　　　　　 該当事項はありません。

 
(セグメント情報等)

【セグメント情報】

　当第２四半期累計期間(自 平成26年７月１日 至 平成26年12月31日)

当社の事業は、環境計量証明事業並びにこれら関連業務の単一事業であることから、開示対象となるセ

グメントはありませんので記載を省略しております。

 

(１株当たり情報)

１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

 
当第２四半期累計期間
(自 平成26年７月１日
至 平成26年12月31日)

   １株当たり四半期純損失金額(△) △29円61銭

    (算定上の基礎)  

   四半期純損失金額(△)(千円) △124,586

   普通株主に帰属しない金額(千円) -

   普通株式に係る四半期純損失金額(△)(千円) △124,586

   普通株式の期中平均株式数(株) 4,207,852
 

(注) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四半期純損失であり、また潜在株式が存在

しないため記載しておりません。

 

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

 

２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。

 

EDINET提出書類

株式会社環境管理センター(E04972)

四半期報告書

18/19



独立監査人の四半期レビュー報告書
 

平成27年２月12日

株式会社環境管理センター

取締役会 御中

新日本有限責任監査法人
 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   日   高   真 理 子   印

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   林   　　　達　　　郎 　 印

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社環境管

理センターの平成26年７月１日から平成27年６月30日までの第46期事業年度の第２四半期会計期間(平成26年10月１日か

ら平成26年12月31日まで)及び第２四半期累計期間(平成26年７月１日から平成26年12月31日まで)に係る四半期財務諸

表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書、四半期キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レ

ビューを行った。

 

四半期財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表

を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適

正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に対する結

論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社環境管理センターの平成26年12月31日現在の財政状態並びに同日

をもって終了する第２四半期累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる

事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上

 
 

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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